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第１ 策定の背景及び趣旨

１ 地方分権の制度面での進展

高度経済成長を支えた「経済効率」や「競争」を過度に優先する社会・経済システ

ム等がもたらしたひずみは、ここ十数年、地域社会の存立さえも脅かしている。

そのような社会・経済システムが生み出す負の側面に疑問を呈しつつ、地方の課題

は地方で解決できるよう権限と財源の移譲を行い 「住民一人ひとりが真の豊かさを、

実感できる」社会の実現に向け、平成６年、福島県は自治体初の地方分権ビジョンと

して 「地方分権・うつくしま、ふくしま。宣言」を全国に発信した。、

その後、急速に検討が進められた地方分権は、平成１２年の地方分権推進一括法の

施行により制度面では進展し、戦後５０年間変化しなかった中央集権型行政システム

が、地方分権へと動き出した。

【経済効率や競争を過度に優先する社会・経済システム等がもたらした状況変化】

社会経済の国際化 生活圏の広域化 少子高齢化 人口減少 中心市街地の空洞化 農「 」「 」「 、 」「 」「

山村・中山間地域の過疎化 「東京一極集中」… など、地域によって多様化・複雑化」

これら多様・複雑な地域課題の解決は、全国一律の考えで行うよりも、
地方分権住民の意向を反映し、地域の実状に応じた解決を目指すべき。

■ 平成６年 「地方分権・うつくしま、ふくしま。宣言 （提唱）」

◇ 「住民を基本とした“新市町村主義 」への出発”
たびだち

住民に身近な行政主体である市町村が、住民の視点「価値観の多様化」、「住民が真の

に立って住民生活に密着した分野の行政を担うべき豊かさを実感できる生活の実現」

◇ 「新たなパートナーシップの構築」

「国際的な地球社会との共存」 市町村、都道府県、国の役割を明確化し、それぞれが

「国内的な多様なニーズへの対応」 主体的な意思を持ちながら協調

制度面での一定の進展

■ 平成12年 地方分権推進一括法（施行）

◇ 機関委任事務制度の廃止

機関委任事務 を自治事務 と法定受託事務 に整理（※１） （※２） （※３）

（※１）県や市町村が国の機関として機能する制度
（※２）法定受託事務以外の全ての事務（地域の実状に応じて多様）
（※３）本来国が行うべき事務のうち、効率性等の観点から県や市町村が行う事務

◇ 国と地方の関係における新たなルール

国が、県や市町村に関与 する場合には法令による根拠が必要（※）

（※）助言や勧告の他、資料提供要求や協議などについても、必要最小限にすることとされた

◇ 権限移譲の推進、必置規制の見直し（三位一体等で道半ば）

◇ 国庫補助負担金の整理合理化と税財源の充実確保（三位一体等で道半ば）
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２ 地方分権の現状

地方分権が動き出し、地方自治体の役割が拡大される方向であることは確かなもの

となりつつあるが、今もなお国と地方間の権限や財源の問題等は未解決である。その

決め手として取り組んでいる「三位一体改革」も、省庁の抵抗などによって大きくは

進展していない。

このような中で、情報技術や交通・物流の発達などの広がりによって、個人主義的

かつ合理的なライフスタイルが浸透している。

その結果、住民の地域への愛着や、郷土の伝統や習慣に根ざした地域の独自性が希

薄となり、地域の課題は更に複雑・多様化している。

行 政 の 現 状

○ 国から地方への権限・財源移譲、規制改革が未完

・国に申請しないと、地域の実状に即した地域づくりができない

・国の了解がないと、十分な財源が確保できない（補助金だけでなく借金も）

・権限と財源を有するが故に、国は組織を合理化できない

・国が権限と財源を有するが故に それに乗じた国の関与がある(過剰な資料要求・説明要求など)、

※ 同じことは県と市町村の関係にも言える

○ 地方の国への依存意識の払拭が未完

・ 国を上下の関係でとらえる 「事業枠組で補助金獲得を優先する」意識 国が定める一律の「 」

・ 国が言うから 「国が認めないから」仕方がないという意識 基準に安住してし「 」

・窮屈な制度であっても、自ら進んで改革を訴えようとしない意識 まう素地

○ 三位一体改革による解決（税源移譲、国庫補助負担金、地方交付税）

① 税源移譲

⇒ 補助金のように国の関与が残りうる財源ではなく、地方の自由になる財源にする

② 国庫補助金改革

⇒ 国庫補助金を廃止し、それに見合う税源移譲を行い、地方の裁量によって行政サービスを提供

③ 地方交付税改革

⇒ 税源移譲がなされた場合、税源が偏在して行政サービス水準に地域格差が生じないよう調整

⇒ 現状として、省庁の抵抗も大きく、地方分権が思うように進展しない

地 域 の 現 状

○ 生活スタイルの変化と地域意識の希薄化

・情報技術と物流などの融合により、自宅にいながらにして生活が完結するスタイル

・交通手段の高速化によって移動時間が短縮されたこと等による、都市部への人口流出の増加

・地域のつながりよりも、安さや便利さを優先する消費者意識の変化

・産業・経済のグローバル化に伴う地域産業空洞化

・個人主義的な風潮による、近隣に対する無関心

・日常生活に埋没して地域社会を見つめる時間的余裕の欠如

⇒ 個人主義的な意識が強まる一方で、地域とのつながりが薄れ、地域意識が低下

⇒ 地域意識の希薄化等が更に人口の都市流出を生み出し、少子高齢化の一層の進

行と相まって地域の担い手が極端に減少
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、 、 。また 住民と行政の関係の現状は その連携において次のような問題を抱えている

住民と行政の連携の問題

○ 住民と行政のすれ違い

・行政は様々な取組みを行っているが住民に浸透していない

・お互いの取組みに関する情報欠如による理解不足

・ 行政に任せておけば」という住民の意識「

・ 行政しかできない」という行政の意識「

⇒ 行政は、これまで以上に住民との連携・協働を展開

⇒ 住民は、地域課題を認識して行政の動きを待たなくとも活動

３ プログラムが目指す地方分権の最終ステージ

《本来の地方分権》

わたしたちの地域は 「わたしたち住民のもの」であり、住民自らがそのあり、

方を決め、課題を解決しながら地域づくりを行えるようにすべきというのが、本

来の地方分権の考え方である。

《国⇒県⇒市町村⇒住民というタテ系列行政の転換》

そのためには、これまで「国⇒県⇒市町村⇒住民」というタテ系列の中でとら

えられてきた住民と行政の関係を、住民を基本としたものに転換し 「真の地方、

自治」を実現していくことが求められる。

《行政から住民へ》

その原則に立って前節に例示した地方分権の問題をとらえたとき、従来の国か

ら地方へという「行政から行政へ」の分権だけでは不十分であり、地方の役割を

行政の物差しではなく、住民が住民の物差しで地域の課題を解決したり地域づく

りが行えるよう 『行政から住民へ』と拡げていかなければならない。、

《真の地方自治が実現している地域社会》

「真の地方自治」が実現している地域社会像は 「住民一人ひとりを原点とし、

た、あらゆる主体」が、自分の役割も他の主体の役割も理解し 「地域をこうし、

たい」という課題意識を共有して、地域のあり方を決定し協働する社会である。

そして、そのことが 『住民が主役であることが実感できる地域社会の実現』、

につながる。

《地方分権の最終ステージを目指すプログラム》

本県は、本年を「住民自治元年」と位置付け、住民自治の原点に立ち返り、真

の地方分権の実現に向けた道しるべとなるこのプログラムにおいて、基本的な考

え方を取りまとめるとともに、その具体化をシステムとして整備し、実践する。


